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日本の食料自給率は40%まで低下し､その主要因の1つが畜産飼料の大量輸入である｡

本論文は､日本の農地利用率が低下している現実を実証的に分析し､既耕地での自給飼料

作拡大の一つの方向として期待されている遊休農地の畜産的土地利用のあり方について検

討し､改善方法を提起したものである｡

遊休農地の畜産的土地利用の基本的方向を究明するため､次の四つの手順を踏んでいる｡

第1は遊休農地の概念規定の明確化である｡･これ享で耕作額素地､休耕地など農業統計で
はその調査によって遊休のうちの把握方法は統一がとられておらず､利用上の制約があっ

た｡さらに非農家所有耕地のうちの耕作放棄地も無視できないことが指摘されている｡第

2はアンケート調査等を軸とした利用可能な遊休農地の実態の定量的把握､第3は大家畜

農家による畜産的土地集積の現状と間趣点の解明､第4は遊休農地の畜産的土地利用の展

開状況と間層点の解明である｡

第1の遊休農地の概念規定の明確化では､｢遊休農地｣という法制度上の用語の定義と､

統計上の｢耕作放棄地｣の用語の定義とが一致しないことを指摘し､その上で､制度的及

び物理的に耕作できない状態におかれている遊休農地を除外した｢使える遊休農地｣を抽

出し定義を明確化した｡

第2に､遊休農地の概念規定に基づき遊休農地の定量的把握を行っている｡その方法は､

全国の1万1,602旧市町村を対象に大規模なアンケート調査を実施(回収率72.4%)し､そ

の結論としては､わが国の｢使える遊休農地｣の総面積は1998年時点で11万7,809ha(遊

休農地化率から割り戻した推計値)であることを明らかにしている｡しかし､その8割以

上が小規模で基盤整備されていないものであった｡

第3に､大家畜農家サイドの畜産的土地利用に対する意向を把握するため､アンケート

調査を行い､その分析結果から次の諸問題点を指摘している｡①畜産的土地利用の拡大は

量的拡大とともに､団地化等の面的集積が大きな課題であること｡②借地による流動化､

規模拡大が進んでいるが相対(ヤミ小作)が多い｡③遊休農地等の畜産的土地利用につい



ては基盤整備がとくに■重要で卒り要望が強い｡⑥酪農家など土地利用型畜■産農家において
は､団地化を軸とした土地集積を図るため展業委員会をはじめとした公的機関の積極的関

与が強く期待されていること等であ,る｡

そして､とくにポイントとなるのは､｢条件が良け■れば遊休農地の活用を考えたいJと

する大家畜農家が約6割(都府県)を占め､遊休農地の活用に前向きな意向を有している

こと｡しかも､そ.こでは､経営面積が大きいほど､年齢は若いほど､乳牛飼養頭数規模は

大きいほど遊休農地を活用して自給飼料作を拡大したいという積極的な意向がみられるこ

とを明らかにしている｡

第4に､遊休農地の畜産的土地利用の展開状況についてンケート調査結果から分析して

いる｡結論としては､遊休農地の畜産的土地利用の現状については､遊休農地面積の2割

程度を占めていること｡及び大家畜農家が遊休農地を畜産的土地利用している場合の問題

点として､①相対(ヤミ小作)が多いこと､②分散が集落外などへ進んでいること､③圃

場の再整備がほとんど行われていないこと等を明らかにしている｡

以上のことから､筆者は遊休農地をいかに集団化して｢使える遊休農地｣にするかが､

今後の遊休農地対策の最大の課題であるとし､遊休農地の地域的実態を踏まえ､基盤整備

方法､団地化や効率的営農方法などについて提言している｡

審 査 結 果 の 要 旨

本論文は､既耕地での自給飼料作拡大の一つの方向として期待されている遊休農地の

畜産的土地利用のあり方について検討したものである｡

筆者は遊休農地の畜産的土地利用の基本的方向を究明するため､次の■四つの手順を踏

んでいる｡第1は遊休農地の概念規定の明確化､第2はアンケート調査等を軸と,した遊

休農地の実態の定量的把握､第3は大家畜農家による畜産的土地集積の現状と問題点の

解明､第4は遊休農地の畜産的土地利用の展開状況と問題点の解明である｡

第1の遊休農地の概念規定の明確化では､制度的及び物理的に耕作できない状態にお

かれている遊休農地が既存の概念や統計上の数値に含まれているため､それを除外した

｢使える遊休農地｣を抽出し､本論文の対象としている｡

`周2に､上記の遊休農地の概念規定に基づき､遊休農地の定量的把握を行っている｡
その方鋲としては､全国の1万1,602旧市町村を対象に大規模なアンケ→ト調査を実施

(回収率72･4%)し､その結論としては､わが国の｢使える遊休農叫の総面積は1998

年時点で11万7,809ha(遊休農地化率から割り戻した推計値)であることを明らかにし
ている｡しかし､その8割以上が小規模で基盤整備されていないものであった｡

第3に､大家畜農家の畜産的土地利用に対する意向調査結果から次の諸問題点を指摘

している｡①畜産的土地利用の拡大は量的拡大とともに､団地化等の面的集積が大きな

課感であること｡②借地による流動化､規模拡大が進んでいるが相対(ヤミ小作)が多

い｡③遊休農地等の畜産的土地利用については基盤整備がとくに重要であり要望が強い｡

④酪農家など土地利用型畜産農家においては､団地化を軸とした土地集積を図るため農

業委員会をはじめとした公的機関の積極的関与が強く期待されていること等である｡



第4に､遊休農地の畜産的土地利用の現状については､遊休農地面積の2割程度を古め

ていること｡及びネの場合の問題点として､①相対(ヤミ小作)が多いこと､②分散が
集落外などへ進んでいること､③圃場の再整備がはとんど行われて.いないこと等を明ら

かにし､`今後､遊休農地をいかに集団化して｢使える遊休農地｣一にするかが､最大の課

題であるとしている｡･

本論文は､日本農政の最大の今日的課題である農畜産物め自給率向上に向けて､遊休

農地の畜産的利用の可能性と方策を､膨大なアンケート調査結果から定量的､かつ理論

的に明らかにしている点は高く評価できる｡

･以上のことから､審査委員全員一致で本論文が岐阜大学大学院連合農学研究科の学位
論文として十分価値あるものと認めた｡
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